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工　事　請　負　基　本　契　約　書（例）

　○○○○株式会社（以下「甲」という）と、△△△△株式会社（以下「乙」という）とは、甲が乙に発注する個別の工事請負契約（以下「個別契約」という）のすべてに共通する契約条件を明らかにするため、甲乙対等の立場における合意に基づき、本工事請負基本契約書（以下「基本契約」という）を締結する。

（総則）
第１条　甲及び乙は、この基本契約及び個別契約に定める事項を遵守し、互いに協力し信義を守り誠実に履行する。
（個別契約の成立）
第２条　個別契約は、乙が、甲が乙に交付した図面、仕様書、見積条件等（以下「設計図書」という）に基づいてあらかじめ作成し、甲に提出した見積書について、甲乙協議のうえ合意した内容をもって、甲は乙に注文書を発行し、乙が注文請書を提出することにより成立する。
（工事の施工及び完成義務）
第３条　乙は、この基本契約に定めるもののほか、注文書・注文請書、設計図書及びその他約定した見積条件に基づいて工事を完成し、これを甲に引渡さなければならない。
（法令等遵守の義務）
第4条　甲及び乙は、工事の施工にあたり建設業法・工事の施工に関する法令・労働者の使用に関する法令・暴力団対策に関する法令・その他の法令及びこれらにもとづく監督官庁の行政指導（以下「法令等」という）を遵守しなければならない。
２　乙は甲に対し、暴力団対策にかかる法令等を遵守し、暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係者、総会屋その他の反社会的勢力（以下、まとめて「反社会的勢力」という）との関係を排除することを誓約するとともに、乙や、乙の下請業者または再委託先業者もしくは資材・原材料の納入業者（契約が数次にわたるときは、その全てを含む。以下、これらを総称して「下請業者等」という）が、第１３条第２項のいずれにも該当しないことを保証し、かつ、将来においても該当しないことを保証するものとする。
３　乙は、乙または乙の下請業者等が、反社会的勢力による不当要求または工事その他契約の履行妨害（以下「不当介入」という）を受けた場合には、断固としてこれを拒否し、または下請業者等をして断固としてこれを拒否させるとともに、不当介入があった時点で、すみやかにこれを甲に報告し、甲の捜査機関への通報及び元請への報告に必要な協力を行うものとする。
（書面主義）
第5条　基本契約及び個別契約に基づく協議・承諾・通知・指示・請求は原則として書面により行う。
　　２　前項の協議・承諾・通知・指示・請求は、建設業法その他の法令に違反しない限りにおいて、電子情報処理組織を利用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を用いてすることができる、ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならない。
（権利・義務の譲渡）
第6条　甲または乙は、本契約により生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または継承させてはならない。ただし、相手方の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。
（現場代理人）
第7条　現場代理人は、個別契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営取締りを行うほか、基本契約及び個別契約に基づく乙の一切の権限（請負代金額の変更、請負代金の請求及び受領工事関係者に関する措置請求並びに本契約の解除に係るものを除く。）を行使する。ただし、現場代理人の権限については、乙が特別に委任しまたは制限したときは、甲の承諾を要する。
（工事内容及び工期の変更に伴う請負代金の変更）
第8条　工事内容の変更または工期の伸縮等の変更が生じた場合は、速やかに変更内容を文書により取り交わすとともに、必要があると認められるときは甲乙協議して請負代金を変更する。

（検査及び引渡し）
第９条　乙は、工事を完成したときは、速やかに甲に通知するものとし、甲は、乙の立会のもとに遅滞なく検査を行う。
２　甲及び乙は、前項の検査によって工事の完成を確認したときは、直ちに工事目的物の引渡し、受け取りをする。
３　乙は、本条第１項の検査に合格しないときは、遅滞なくこれを修補し、改めて甲に通知して検査を求める。この場合においては修補の完了を工事の完成とみなして前２項の規定を適用する。
（請負代金の請求・支払）
第１０条　甲は、乙から請求書を受領した後に請負代金の一部または全部を支払うものとする。請求の時期、及び支払の時期と方法は、個別契約に定める。
２　前項の支払で、甲に乙の支払に係わる立替金がある場合は、前金払以外の支払と相殺することができるものとする。
３　乙は、工事が完成したときは速やかに完成届を甲に提出し、完成検査完了後、工事現場の引渡しを行ったのち甲に請求書を提出する。
（工事用材料の支給、工事用機材の貸与、または乙の持込み）
第１１条　甲から乙に支給する工事用材料並びに貸与機材がある場合は、品目、数量、貸与期間等を個別契約に定める。なお、乙が工事用材料並びに工事用機材を持ち込む場合は、甲の検査を受けるものとし、検査済の合格品については、これを第三者に売却し、貸与し、または担保の目的に供することは出来ない。
（契約不適合責任）
第１２条　甲は、工事目的物が種類または品質に関してこの契約に適合しない状態（以下「契約不適合」という）にあるときは、乙に対し、工事目的物の修補または代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。
２　前項の場合において、甲が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行の追完がないときは、甲は、契約不適合の程度に応じて、請負代金の減額を請求することができる。ただし、次の各号いずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金減額を請求できる。
①　履行の追完が不能であるとき
②　乙が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき
③　工事目的物の性質または当事者の意思表示により、特定の日時または一定の期間内に履行しなければ契約した目的を達することができない場合において、乙が履行の追完をしないでその時期を経過したとき
④　前三号に掲げる場合のほか、甲が本項本文の催告をしても履行の追完を受ける見込みがないことが明らかであるとき
（契約不適合責任期間等）
第１２条の２　契約不適合を理由とした甲による履行の追完の請求、請負代金の減額の請求、損害賠償の請求または契約の解除（以下、まとめて「追完請求等」という）は、甲が工事目的物を元請に引渡した日から、個別契約で契約不適合責任期間を定めない場合、甲は民法の消滅時効の期間（甲が元請との契約において契約不適合責任期間を民法の消滅時効の期間より短い期間を定めている場合は当該期間）の範囲で追完請求等行うことができる。
２　甲が契約不適合責任期間内に契約不適合を知り、その旨を乙に通知した場合において、甲が通知から１年が経過する日までに追完請求等をしたときは、契約不適合期間内に追完請求等をしたものとみなす。
３　甲は、追完請求等を行ったときは、その追完請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法の消滅時効の範囲で、その追完請求等以外の請求等をすることができる。
４　前各項の規定は、契約不適合が乙の故意または重大な過失により生じたものであるときには適用せず、契約不適合の責任については、民法の定めるところによる。
５　民法６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。
６　この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律第９４条第１項に定める住宅を新築する元請工事の下請契約である場合には、工事目的物のうち住宅の品質確保の促進等に関する法律施行令第５条第１項及び第２項に定める部分について甲が追完請求等をすることができる期間は、甲が工事目的物を元請に引渡した日から１０年とする。ただし、甲が元請との契約でその期間を伸長した場合はその期間とする。なお、本項の場合において、前各項の規定は適用しない。
７　工事目的物の契約不適合が甲の支給した材料または施工方法等甲の指示のみに起因し生じたときは、甲は追完請求等をすることができない。ただし、乙が材料または指示が不適切なことを知っていて、それを甲に申し出なかったとき、または施工に関し乙に重大な過失があったときは、この限りでない。
（甲の解除権）
第１３条　乙が次の各号の一に該当するときは、基本契約または個別契約の全部もしくは一部を、甲の通知催告なしに解除する。
①　支払の停止または、破産・民事再生手続開始・会社更生手続開始もしくは特別清算開始等裁判上の倒産手続きの申立があったとき
②　乙が振出または保証した手形・小切手が不渡りとなったとき
③　請負代金請求権など甲に対する債権について仮差押え・仮処分または差押え命令通知が発送されたとき
④　第６条（権利・義務の譲渡）に違反したとき
⑤　乙の住所または居所が不明となりあるいは営業所が閉鎖されたとき
⑥　建設業の許可を取り消され、または営業の停止を命ぜられたとき
２　乙または乙の下請業者等及びその代表者、責任者、実質的に経営権を有する者、役員またはその支店もしくは常時契約を締結する事務所の代表者が次の各号一に該当するときは、基本契約または個別契約の全部もしくは一部を、甲の通知催告なしに解除することができる。
①　反社会的勢力に属すると認められるとき
②　反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき
③　反社会勢力を利用していると認められるとき
④　反社会勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められるとき
⑤　反社会勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
⑥　自らまたは第三者を利用して、甲または甲の関係者に対し、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為、風説を流布し、偽計もしくは威力を用いて甲の信用を棄損し、もしくは甲の業務を妨害する行為などを行ったとき
⑦　本項①から⑥のいずれかに該当することが判明したにもかかわらず、甲に報告しなかったとき
３　乙が次の各号の一に該当し、甲が相当の期間を定めてその是正の催告をし、その期間内に是正がないときは、基本契約または個別契約の全部もしくは一部を、解除することができる。
①　正当な理由なく、着手期日を過ぎても工事に着手しないとき
②　工期内または期限後相当の期間内に工事を完成する見込みがないと認められるとき
③　正当な理由なく、第１２条第１項の履行の追完がなされないとき
④　その他、この契約に違反し、その違反によって目的を達することができないと認められるとき
⑤　本条各項各号の一に該当する理由がないのにこの契約の解除を申し出たとき。
（乙の解除権）
第１４条　乙は、次の各号の一に該当するときは、基本契約または個別契約の全部もしくは一部を、解除することができる。
①　甲が工事内容を変更し、若しくは一時中止し、または打ち切ったときで原契約の請負代金額が2分の1以下に減少したとき。
②　甲が工事内容を変更し、若しくは一時中止し、または打ち切ったときで工事の中止期間が工期の２分の1以上に達したとき。
③　甲が本契約に違反し、その違反によって完成することが不可能になったとき。
④　甲が請負代金を支払う能力を欠くことが明らかになったときなど、甲の責に帰すべき事由により工事を完成することが困難となったとき。　
（解除に伴う措置）
第１５条　契約が解除されたときは出来高に応じた額を精算するものとする。
２　乙は、未使用支給材料を甲に返還し、乙が引取る物件については甲乙協議のうえ、定めた期間内にその引取り・後片付け等の処置を行う。
３　前項の処置が遅れているとき、催告しても、正当な理由なくなお行われないときは、甲は、代わってこれを行い、その費用を乙に請求することができる。
（賃金または物価の変動に基づく請負代金の変更）
第１６条　工期内に賃金または物価の変動により個別契約に定める請負代金額が不適当となり、これを変更する必要があると認められるときは、甲乙協議して請負代金額を変更する。
（履行遅滞の損害金）
第１７条　乙の帰すべき事由により工期内に工事を完成することができない場合において、工期経過後相当の期間内に工事を完成する見込みのあるときは、甲は、甲乙協議して定める損害金を乙から徴収して工期を延長することができる。
２　甲の帰すべき理由により、本契約に定める請負代金の支払が遅れた場合、乙は、未受領額に対して甲乙協議して定める遅延賠償金の支払を甲に請求することができる。甲は、この請求があった場合、乙が定める方法により請求の日から30日以内に遅延賠償金を支払わなければならない。
（その他の損害）
第１８条　工事の完成引き渡し前に工事目的物または工事材料について生じた損害は乙が負担とする。ただし、その損害のうち甲の帰すべき事由により生じたものについては、甲がこれを負担する。
２　施工のため第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を負担する。ただし、その損害のうち甲の責に帰すべき事由により生じたものについては、甲の負担とする。
３　天災その他不可抗力によって、工事の出来形部分、現場の工事仮設物、現場搬入済の工事材料または建設機械器具に損害が生じたとき、乙が遅滞なく甲に通知して確認を受け、かつ、乙が善良な管理者としての注意をしたと認められる場合に限り、甲の負担とする。
（紛争の解決）
第１９条　本契約の履行に関して甲乙間に紛争が生じたときは、甲または乙は、当事者の合意により選定した第三者、または建築業法による建設工事紛争審査会にあっせん調停または仲裁を申請し、それにより解決を図るものとする。
（補足）
第２０条　この基本契約及び個別契約の定めについて疑義が生じたとき、またはそのいずれにも定めのない事項について疑義が生じたときには、甲乙誠意をもって協議し解決する。
（基本契約の有効期間等）
　第２１条　この基本契約の有効期間は、契約締結の日から１カ年とする。
２　前項に定める有効期間の１カ月前までに、甲または乙から相手方に対し、基本契約終結の意思表示がない場合には、有効期間を自動的に1カ年延長し、その後も同様とする。
３　第1項及び第2項に定める有効期間中であっても、必要ある場合には、甲乙合意の上、この基本契約の各条項を改定することができる。
４　第１項、第2項に定める有効期間の満了時に存続する個別契約については、当該個別契約の終了までの間、この基本契約も有効とする。

以上、契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保管する。


　　平成　　　年　　　月　　　日


　　（甲）　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



　　（乙）　　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【補足】建設業法第１９条に定める「建設工事の請負契約の内容」１６項目整理表


	№
	項目（請負契約の内容）
	基本契約の明記
	個別契約の明記
(※1)

	1
	工事内容
	なし
	必要
(内訳書等添付)

	２
	請負代金の額
	なし
	必要

	3
	工事着手の時期及び工事完成の時期
	なし
	必要

	4
	工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容
	なし
	必要

	5
	請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするときは、その支払の時期及び方法
	第１０条(※1)
	必要(※1)

	6
	当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若しくは一部の中止の申出があつた場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め
	第8条
	不要

	7
	天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に関する定め
	第8条
第１８条第3項
	不要

	8
	価格等（物価統制令（昭和21年勅令第118 号）第２条に規定する価格等をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の変更
	第１６条
	不要

	9
	工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め
	第１８条第2項
	不要

	10
	注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与するときは、その内容及び方法に関する定め
	第１１条(※3)
	必要(※3)

	11
	注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並びに引渡しの時期
	第９条
	不要

	12
	工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法
	第１０条(※1)
	必要(※1)

	13
	工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない場合におけるその不適合を担保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき保証保険契約の締結その他の措置に関する定めをするときは、その内容
	第１２条
第１２条の２
	不要

	14
	各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金
	第１７条
	不要

	15
	契約に関する紛争の解決方法
	第１９条
	不要

	16
	その他国土交通省令で定める事項
	なし（現時点で該当事項なし）
	なし（現時点で該当事項なし）



※１　「不要」としている項目であっても、個別契約（注文書・注文請書等）で基本契約と異なる条件を設定することは可能。その場合、「基本契約の定めと異なる」旨を明記しなければならない。

※２　請求、支払に関して、基本契約書第１０条では、「個別契約に定める」としているため、個別の工事請負契約書（注文書・注文請書等）に、具体的な時期・方法を明記する必要がある。ただし、基本契約書第１０条にその具体的な時期・方法を明記(追記)した場合、個別契約での明記は不要となる。

※３　資材の提供、機械類の貸与に関して、基本契約書第１１条では、「（提供、貸与がある場合）個別契約に定める」としているため、該当する資材・機械類がある場合は、個別の工事請負契約書（注文書・注文請書等）に具体的な内容を明記する必要がある。
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